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令和４年度

津山市下水道事業会計予算書

議案第７８号





（総　　　則）

第１条　令和４年度津山市下水道事業会計予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりと定める。

　（１）下水道事業

　　　　年間有収水量

　　　　接続戸数

　（２）農業集落排水事業

　　　　年間有収水量

　　　　接続戸数

　（３）主な建設改良事業

　　　　下水道事業

　　　　農業集落排水事業

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

　第１款　下水道事業収益

　　　第１項　営業収益

　　　第２項　営業外収益

　第２款　農業集落排水事業収益

　　　第１項　営業収益

　　　第２項　営業外収益

　第１款　下水道事業費用

　　　第１項　営業費用

　　　第２項　営業外費用

　　　第３項　特別損失

　第２款　農業集落排水事業費用

　　　第１項　営業費用

　　　第２項　営業外費用

　　　第３項　特別損失

令和４年度　津山市下水道事業会計予算

６，１００，０００㎥

１６，４００戸

１００，０００㎥

５２０戸

１，９３７，１４６千円

６０，２００千円

収 入

３，３９５，５１２千円

１，１４９，８６７　　

２，２４５，６４５　　

１４２，１２８千円

１９，７９０　　

１２２，３３８　　

支 出

２，９９９，９９６千円

２，７３４，４７８　　

２６４，５９０　　

９２８　　

１８６，３１７千円

１７４，８４３　　

１１，４３３　　

４１　　
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

　「資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１，４９７，４３２千円は，当年度分消費

　税及び地方消費税資本的収支調整額１１，３３９千円，過年度分損益勘定留保資金２１１，８

　３３千円，当年度分損益勘定留保資金１，１４４，２６１千円，繰越利益剰余金処分額１２９

　，９９９千円で補填するものとする。」

　第１款　下水道事業資本的収入

　　　第１項　企業債

　　　第２項　補助金

　　　第３項　負担金

　第２款　農業集落排水事業資本的収入

　　　第１項　企業債

　　　第２項　補助金

　　　第３項　負担金

　第１款　下水道事業資本的支出

　　　第１項　建設改良費

　　　第２項　企業債償還金

　第２款　農業集落排水事業資本的支出

　　　第１項　建設改良費

　　　第２項　企業債償還金

収 入

２，８９０，５７０千円

１，６１１，８００　　

１，１９７，４７５　　

８１，２９５　　

１６４，７６４千円

３８，３００　　

１２５，６６４　　

８００　　

支 出

４，３８６，７００千円

１，９４６，１８１　　

２，４４０，５１９　　

１６６，０６６千円

６０，２００　　

１０５，８６６　　
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（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額を次のとおりと定める。

（企業債）

第６条　起債の目的・限度額・起債の方法・利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は，１，５００，０００千円と定める。

事 項 期 間 限 度 額

 水洗便所改造資金利子補給
借り入れた日か
ら償還完了まで

津山市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子

補給に関する規則により，公共下水道に接続す

るため既設便所を水洗便所に改造することに要

する資金を貸し付けた金融機関に対して，貸付

実行日から償還期限まで貸付利率（年３％以

内）に相当する利子補給

 水洗便所改造資金を貸し付け
 た金融機関に対する損失補償

借り入れた日か
ら償還完了まで

津山市水洗便所改造資金融資あっせん及び利子

補給に関する規則により，公共下水道に接続す

るため既設便所を水洗便所に改造することに要

する資金を貸し付けた金融機関に対して，融資

した融資額の損失金額

 津山浄化センター改築更新事
 業

令和５年度 　　３３０，０００千円

起債の目的 限度額 起 債 の 方 法 利率 償 還 の 方 法

資 本 費
平準化債

４８３，０００
　　　　　　　千円

下水道事業
建設企業債

１，１６７，１００
　　　　　　　千円

普通貸借又は証券

発行，借入時期は

令和４年度中とす

る。

ただし，工事の進

捗状況等により起

債額の全部又は一

部を翌年度へ繰り

延べて借り入れる

ことができる。

６％以内

（ただし，利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて，利率の

見直しを行った

後においては，

当該見直し後の

利率）

政府資金については，

その融資条件により，

銀行その他の場合に

あっては，債権者との

協定による。ただし，

下水道事業会計の都合

により据置期間及び償

還期限を短縮し，若し

くは繰上償還又は低利

債に借り換えることが

できる。
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（他会計からの補助金）

令和４年　２月２８日　　提出

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

　（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

第９条　次に掲げる経費については，これらの金額をこれら以外の経費の金額に流用し，又はこ

　れら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

　（１）職員給与費１９６，９２２千円

第１０条　下水道事業運営のため，一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１，７８８，３

　８７千円とする。

津山市長 谷 口 圭 三
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令 和 ４ 年 度

津山市下水道事業会計予算説明書







(単位 千円)

予定額 備　　　　　　考

1. 下 水 道 事 業 3,395,512

収 益 1. 営 業 収 益 1,149,867

1. 公 共 下 水 道 使 用 料 1,038,409 下水道事業における下水道使用料

2. 広 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

97
処理場施設等の維持管理における津山広域下
水道事業負担分の収益

3. 他 会 計 負 担 金 110,743 雨水経費公費負担金

4. そ の 他 営 業 収 益 618 前３目以外の収益で発生する収益

2. 営 業 外 収 益 2,245,645

1. 受取利息及び配当金 80 減債基金利息

2. 他 会 計 補 助 金 1,127,094 他会計からの繰入金

3. 長 期 前 受 金 戻 入 1,118,267 減価償却に伴い長期前受金を収益化

4. 雑 収 益 204 その他の収益

2. 農業集落排水 142,128

事 業 収 益 1. 営 業 収 益 19,790

1. 農 業 集 落 排 水
施 設 使 用 料

19,783 農業集落排水事業における下水道使用料

2. そ の 他 営 業 収 益 7 前目以外の収益で発生する収益

2. 営 業 外 収 益 122,338

1. 他 会 計 補 助 金 46,404 他会計からの繰入金

2. 長 期 前 受 金 戻 入 75,933 減価償却に伴い長期前受金を収益化

3. 雑 収 益 1 その他の収益

令和４年度 津山市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目
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(単位 千円)

予定額 備　　　　　　考

1. 下 水 道 事 業 2,999,996

費 用 1. 営 業 費 用 2,734,478

1. 管 渠 費 75,990 下水道管渠等の維持管理に要する経費

2. ポ ン プ 場 費 3,372
久米処理分区内ポンプ場施設の維持管理に要
する経費

3. 処 理 場 費 359,496
津山，勝北，加茂町浄化センターの汚水処理
に要する経費

4. 総 係 費 77,843 下水道事業事務全般に関する費用

5. 減 価 償 却 費 2,217,078 固定資産の減価償却費　

6. そ の 他 営 業 費 用 699 前５目以外の営業上の費用

2. 営 業 外 費 用 264,590

1. 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

224,590 企業債の利息

2. 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

40,000 消費税の納税

3. 特 別 損 失 928

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 928 前年度以前の損益の修正損

2. 農業集落排水 186,317

事 業 費 用 1. 営 業 費 用 174,843

1. 管 渠 費 18,861
農業集落排水施設管渠等の維持管理に要する
経費

2. 処 理 場 費 28,520
農業集落排水区域内に存在する処理場施設
（６ヶ所）の汚水処理に要する経費

3. 総 係 費 6,065 農業集落排水事業事務全般に関する費用

4. 減 価 償 却 費 121,383 固定資産の減価償却費　

5. そ の 他 営 業 費 用 14 前４目以外の営業上の費用

2. 営 業 外 費 用 11,433

1. 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

11,433 企業債の利息

3. 特 別 損 失 41

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 41 前年度以前の損益の修正損

支　　　　　　　　　　出

款 項 目
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(単位 千円)

予定額 備　　　　　　考

1. 下 水 道 事 業 2,890,570

資 本 的 収 入 1. 企 業 債 1,611,800

1. 建 設 企 業 債 1,143,300 建設改良費等の財源に充てるための企業債

2. 資 本 費 平 準 化 債 468,500 企業債の償還に充当する企業債

2. 補 助 金 1,197,475

1. 国 庫 補 助 金 671,850 補助事業建設事業に充当する国庫補助金

2. 他 会 計 補 助 金 525,625 地方公営企業法第17条の3に基づく繰入金

3. 負 担 金 81,295

1. 受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

72,249
下水道事業に要する費用の一部に充当する
受益者負担金及び分担金

2. 広 域 下 水 道
建 設 負 担 金

9,046
津山浄化センターの設備更新費等の一部
に充当する津山広域下水道事業負担分

2. 農 業 集 落 164,764

排 水 事 業 1. 企 業 債 38,300

資 本 的 収 入 1. 建 設 企 業 債 23,800 建設改良費等の財源に充てるための企業債

2. 資 本 費 平 準 化 債 14,500 企業債の償還に充当する企業債

2. 補 助 金 125,664

1. 国 庫 補 助 金 28,000 補助事業建設事業に充当する国庫補助金

2. 県 補 助 金 8,400 補助事業建設事業に充当する県補助金

3. 他 会 計 補 助 金 89,264 地方公営企業法第17条の3に基づく繰入金

3. 負 担 金 800

1. 受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

800
農業集落排水事業に要する費用の一部に
充当する受益者分担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　　入

款 項 目
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(単位 千円)

予定額 備　　　　　　考

1. 下 水 道 事 業 4,386,700

資 本 的 支 出 1. 建 設 改 良 費 1,946,181

1. 管 渠 建 設 改 良 費 1,640,146 下水道管渠の新設等に要する経費

2. 処 理 場 建 設 改 良 費 297,000 処理場施設の設備更新等に要する経費

3. 受 益 者 負 担 金
分 担 金 業 務 費

8,250
受益者負担金及び分担金の賦課・徴収業務
に要する経費

4. 固 定 資 産 購 入 費 785 固定資産購入経費

2. 企 業 債 償 還 金 2,440,519

1. 企 業 債 元 金 償 還 金 2,440,519 企業債元金償還金

2. 農 業 集 落 166,066

排 水 事 業 1. 建 設 改 良 費 60,200

資 本 的 支 出 1. 管 渠 建 設 改 良 費 60,200 下水道管渠の新設等に要する経費

2. 企 業 債 償 還 金 105,866

1. 企 業 債 元 金 償 還 金 105,866 企業債元金償還金

支　　　　　　　　　　出

款 項 目
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令和４年度  津山市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

(単位　千円)

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 339,988

　　　減価償却費 2,338,461

　　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 424

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 601

　　　長期前受金の戻入額 △ 1,194,200

　　　受取利息及び配当金 △ 80

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 236,023

　　　営業及び営業外未収金の増減額（△は増加） △ 6,641

　　　営業及び営業外未払金・未払費用増減額（△は減少） △ 10,505

 前払金の増減額（△は増加） △ 36,667

　　　小　　計 1,667,404

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 236,023

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,431,381

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 1,863,937

　　　補助金による収入 1,314,739

　　　負担金による収入 81,273

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 467,925

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 1,650,100

　　　企業債の償還による支出 △ 2,545,217

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 895,117

Ⅳ　資金増加額（△は減少）　 68,339

Ⅴ　資金期首残高 412,532

Ⅵ　資金期末残高 480,871

区　　　分 当年度予定額
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１． 千円 千円 千円

２．

３． 千円 千円 千円

４．

５．

６． 千円 千円 千円

７．

令和４年度　津山市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和5年3月31日）

資 産 の 部

固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産 82,623,127

減 価 償 却 累 計 額 △11,775,288

（２）投資その他の資産 268,419

固 定 資 産 合 計 71,116,258

流 動 資 産

（１）現 金 ・ 預 金 480,871

（２）未 収 金 184,123

貸 倒 引 当 金 △3,141

（３）前 払 金 36,667

流 動 資 産 合 計 698,520

資 産 合 計 71,814,778

負 債 の 部

固 定 負 債

（１）企 業 債 29,677,494

固 定 負 債 合 計 29,677,494

流 動 負 債

（１）企 業 債 2,569,826

（２）未 払 金 26,084

（３）前 受 金 55

（４）賞 与 等 引 当 金 13,689

流 動 負 債 合 計 2,609,654

繰 延 収 益

（１）長 期 前 受 金 32,628,644

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

△6,009,292

繰 延 収 益 合 計 26,619,352

負 債 合 計 58,906,500

資 本 の 部

資 本 金

（１）自 己 資 本 金 10,957,988

資 本 金 合 計 10,957,988

剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金 1,610,302

（２）利 益 剰 余 金 339,988

剰 余 金 合 計 1,950,290

資 本 合 計 12,908,278

負 債 資 本 合 計 71,814,778
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１．重要な会計方針

（１）　固定資産の減価償却方法

　　ア　有形固定資産

　　　　①　減価償却の方法

　　　　　　定額法

　　　　②　主な耐用年数

　　　　　　建物 8～50年

　　　　　　構築物 10～60年

　　　　　　　うち管渠施設 50年

　　　　　　機械及び装置 6～20年

　　　　　　車両運搬具 4～6年

　　　　　　工具，器具及び備品 2～20年

（２）　引当金の計上基準

　　ア　退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当は，全額一般会計より支給されるため，計上していない。

　　イ　賞与等引当金

　　ウ　貸倒引当金

（３）　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　ア　消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。

　　イ　退職給付金

　　　　　退職給付金は，全額一般会計より支給されるため，計上していない。

令和４年度会計書類に関する注記（当年度分）

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるた

　　　　め，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担に属する額を計上

　　　　している。

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるために，貸倒実績率等により各債権の回収不能

　　　　見込額を計上している。
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２．予定貸借対照表に関する注記

（１）　企業債の償還に係る他会計の負担

３．セグメント情報に関する注記

（１）　報告セグメントの概要

　　下水道事業会計は，公共下水道事業，特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業

　を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，これらの３つを報告セグメ

　ントとしている。

　　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業における処理区域で汚水及び雨水を

処理する事業

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚

水を処理する事業

農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理す

る事業

　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以

　内に償還予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は８，４５６，

　９０５千円である。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業
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（２）　報告セグメントごとの資産及び負債

　　当事業年度（自　令和４年４月１日　　至　令和５年３月３１日）

（単位　千円）

４．その他の注記

（１）　賞与等引当金の取り崩し

　　当事業年度において，期末手当及び勤勉手当を支給するため，賞与等引当金１３，７９９

　千円を使用する。

（２）　貸倒引当金の取り崩し

　　当事業年度において，不納欠損処理に充当するため，貸倒引当金８７５千円を使用する。

特定環境保全 農業集落排水

公共下水道事業 事業

営業収益 1,107,447 42,420 19,790 1,169,657

営業費用 2,565,578 168,900 174,843 2,909,321

営業損益 △1,458,131 △126,480 △155,053 △1,739,664

経常損益 401,788 △5,344 △44,148 352,296

資産 65,299,022 3,451,018 3,064,738 71,814,778

負債 53,127,550 3,001,737 2,777,213 58,906,500

その他の項目

他会計繰入金 1,630,547 132,915 135,668 1,899,130

減価償却費 2,084,777 132,301 121,383 2,338,461

特別損失 894 34 41 969

項目 公共下水道事業 合計
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１．総括

（単位　千円）

※（　）内は会計年度任用職員数

（単位　千円）

ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

（単位　千円）

イ　会計年度任用職員

（単位　千円）

令和４年度　津山市下水道事業会計給与費明細書

職員（人） 給 与 費

一般職 報　酬 給　料 手　当 計

本 年 度 27 (2) 4,115 98,788 59,434 162,337 34,585 196,922

前 年 度 28 (2) 4,098 105,055 65,792 174,945 35,678 210,623

比 較 -1 (0) 17 △6,267 △6,358 △12,608 △1,093 △13,701

本年度 3,108 2,484 2,429 2,592 9,181 177 38,033 1,430 0

前年度 3,906 2,952 2,561 1,964 8,661 73 43,480 2,195 0

比　較 △798 △468 △132 628 520 104 △5,447 △765 0

職員（人） 給 与 費

一般職 報　酬 給　料 手　当 計

本 年 度 27 0 98,788 59,434 158,222 33,934 192,156

前 年 度 28 0 105,055 65,792 170,847 35,030 205,877

比 較 -1 0 △6,267 △6,358 △12,625 △1,096 △13,721

本年度 3,108 2,484 2,429 2,592 9,181 177 38,033 1,430 0

前年度 3,906 2,952 2,561 1,964 8,661 73 43,480 2,195 0

比　較 △798 △468 △132 628 520 104 △5,447 △765 0

職員（人） 給 与 費

一般職 報　酬 給　料 手　当 計

本 年 度 2 4,115 0 0 4,115 651 4,766

前 年 度 2 4,098 0 0 4,098 648 4,746

比 較 0 17 0 0 17 3 20

区 分 法定福利費 合　計

手
当
の
内
容

区 分 扶養手当
管理職
手当

通勤手当 住居手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
期末手当
勤勉手当

児童手当
管理職

特別勤務
手当

区 分 法定福利費 合　計

手
当
の
内
容

区 分 扶養手当
管理職
手当

通勤手当 住居手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
期末手当
勤勉手当

児童手当
管理職

特別勤務
手当

区 分 法定福利費 合　計
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（単位　千円）

２．給料及び手当の増減額の明細

（単位　千円）

３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

（２）初任給 （単位　円）

本年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区 分 増減額 増減事由別内訳 備 考

区 分 行 政 職

平均給料月額 （円） 303,277

平均給与月額 （円） 335,603

平 均 年 齢 （歳） 43歳6月

平均給料月額 （円） 311,481

平均給与月額 （円） 345,889

平 均 年 齢 （歳） 44歳3月

区 分 行 政 職 備 考

高校卒 150,600

大学卒 182,200

手
当
の
内
容

区 分 扶養手当
管理職
手当

通勤手当 住居手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
期末手当
勤勉手当

児童手当
管理職

特別勤務
手当

給 料 △6,267 　職員異動等による増減分

手 当 △6,358 　職員異動等による増減分

令和４年１月１日現在

令和３年１月１日現在

令和４年１月１日
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（３）級別職員数

（級別の基準となる職務）

（４）昇給

行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

１級 5 19

２級 9 33

３級 8 30

４級 4 15

５級

６級 1 3

７級

計 27 100

１級 5 18

２級 9 32

３級 8 29

４級 5 18

５級

６級 1 3

７級

計 28 100

区 分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

区 分 合 計 行 政 職

職 員 数 (A) （人） 27 27

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) （人） 27 27

2 号給 （人） ― ―

3 号給 （人） ― ―

4 号給 （人） 27 27

6 号給 （人） ― ―

8 号給 （人） ― ―

比 率 (B)／（A) （％） 100 100

職 員 数 (A) （人） 28 28

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) （人） 28 28

2 号給 （人） ― ―

3 号給 （人） ― ―

4 号給 （人） 28 27

6 号給 （人） ― ―

8 号給 （人） ― ―

比 率 (B)／（A) （％） 100 100

区 分

行政職 部長 部次長 課長 課長補佐 係長 主任 主事

号給数別内訳

号給数別内訳

令和４年１月１日

令和３年１月１日

本

年

度

前

年

度
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（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

（７）その他の手当

区 分 全 職 種 行 政 職

給料総額に対する比率 （％） 0.2 0.2

支 給 対 象 職 員 の 比 率
(令和4年1月1日現在)

（％） 14.8 14.8

代表的な特殊勤務手当の名称 下水道業務手当

支給期分支給率

6月（月分） 12月（月分）

本 年 度 2.225 2.225 4.45 有

前 年 度 2.225 2.225 4.45 有

一般会計の制度 2.225 2.225 4.45 有

区 分 一般会計との差異 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

区 分
支給率計
（月分）

職制上の段階，職務の
級等 によ る加 算措 置
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（単位　千円）

左　　の
財源内訳

期間 金額 期間 金額 一般財源

水洗便所改造資金
利子補給

津山市水洗便所改造資
金融資あっせん及び利
子補給に関する規則に
より，公共下水道に接
続するため既設便所を
水洗便所に改造するこ
とに要する資金を貸し
付けた金融機関に対し
て，貸付実行日から償
還期限まで貸付利率
（年３％以内）に相当
する利子補給

平成30年度
～

令和3年度
162

借り入れた
日から償還
完了まで

限度額 全額

水洗便所改造資金
を貸し付けた金融
機関に対する損失
補償

津山市水洗便所改造資
金融資あっせん及び利
子補給に関する規則に
より，公共下水道に接
続するため既設便所を
水洗便所に改造するこ
とに要する資金を貸し
付けた金融機関に対し
て，融資した融資額の
損失金額

借り入れた
日から償還
完了まで

限度額 全額

債務負担行為に関する調書

前年度末までの
支 払 義 務
発生（見込）額

当該年度以降の
支 払 義 務
発 生 予 定 額事 項 限 度 額
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千円 千円 千円

１．

２．

３．

４．

５．

６．

令和３年度　津山市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）

営 業 収 益

（１）公共下水道（農集）使用料 928,462

（２）広域下水道維持管理負担金 87

（３）他 会 計 負 担 金 116,556

（４）そ の 他 の 営 業 収 益 660

1,045,765

営 業 費 用

（１）管 渠 費 88,284

（２）ポ ン プ 場 費 6,512

（３）処 理 場 費 381,025

（４）総 係 費 78,427

（５）減 価 償 却 費 2,335,213

（６）そ の 他 の 営 業 費 用 15,172

2,904,633

営 業 利 益 △1,858,868

営 業 外 収 益

（１）受 取 利 息 及 び 配 当 金 80

（２）他 会 計 補 助 金 1,168,306

（３）長 期 前 受 金 戻 入 1,196,917

（４）雑 収 益 26

2,365,329

営 業 外 費 用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 270,502

270,502

2,094,827

経 常 利 益 235,959

特 別 利 益

（１）固 定 資 産 売 却 益 0

（２）過 年 度 損 益 修 正 益 8,361

8,361

特 別 損 失

（１）固 定 資 産 売 却 損 0

（２）過 年 度 損 益 修 正 損 1,112

1,112

7,249

当 年 度 純 利 益 243,208

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 243,208
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１． 千円 千円 千円

２．

３． 千円 千円 千円

４．

５．

６． 千円 千円 千円

７．

令和３年度　津山市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和4年3月31日）

資 産 の 部

固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産 80,749,308

減 価 償 却 累 計 額 △9,436,826

（２）投資その他の資産 268,339

固 定 資 産 合 計 71,580,821

流 動 資 産

（１）現 金 ・ 預 金 412,549

（２）未 収 金 177,482

貸 倒 引 当 金 △2,558

（３）前 払 金 9,167

流 動 資 産 合 計 596,640

資 産 合 計 72,177,461

負 債 の 部

固 定 負 債

（１）企 業 債 30,597,220

固 定 負 債 合 計 30,597,220

流 動 負 債

（１）企 業 債 2,545,217

（２）未 払 金 36,589

（３）前 受 金 55

（４）賞 与 等 引 当 金 12,550

流 動 負 債 合 計 2,594,411

繰 延 収 益

（１）長 期 前 受 金 31,232,632

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

△4,815,092

繰 延 収 益 合 計 26,417,540

負 債 合 計 59,609,171

資 本 の 部

資 本 金

（１）自 己 資 本 金 10,714,780

資 本 金 合 計 10,714,780

剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金 1,610,302

（２）利 益 剰 余 金 243,208

剰 余 金 合 計 1,853,510

資 本 合 計 12,568,290

負 債 資 本 合 計 72,177,461

- 20 -



１．重要な会計方針

（１）　固定資産の減価償却方法

　　ア　有形固定資産

　　　　①　減価償却の方法

　　　　　　定額法

　　　　②　主な耐用年数

　　　　　　建物 8～50年

　　　　　　構築物 10～60年

　　　　　　　うち管渠施設 50年

　　　　　　機械及び装置 6～20年

　　　　　　車両運搬具 4～6年

　　　　　　工具，器具及び備品 2～20年

（２）　引当金の計上基準

　　ア　退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当は，全額一般会計より支給されるため，計上していない。

　　イ　賞与等引当金

　　ウ　貸倒引当金

（３）　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　ア　消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。

　　イ　退職給付金

　　　　　退職給付金は，全額一般会計より支給されるため，計上していない。

令和３年度会計書類に関する注記（前年度分）

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるた

　　　　め，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担に属する額を計上

　　　　している。

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるために，貸倒実績率等により各債権の回収不能

　　　　見込額を計上している。

- 21 -



２．予定貸借対照表に関する注記

（１）　企業債の償還に係る他会計の負担

３．セグメント情報に関する注記

（１）　報告セグメントの概要

　　下水道事業会計は，公共下水道事業，特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業

　を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，これらの３つを報告セグメ

　ントとしている。

　　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業における処理区域で汚水及び雨水を

処理する事業

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚

水を処理する事業

農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理す

る事業

　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以

　内に償還予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は８，２５６，

　９３０千円である。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業
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（２）　報告セグメントごとの資産及び負債

　　当事業年度（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）

（単位　千円）

４．その他の注記

（１）　賞与等引当金の取り崩し

　　当事業年度において，期末手当及び勤勉手当を支給するため，賞与等引当金１３，２２６

　千円を使用する。

（２）　貸倒引当金の取り崩し

　　当事業年度において，不納欠損処理に充当するため，貸倒引当金６１８千円を使用する。

特定環境保全 農業集落排水

公共下水道事業 事業

営業収益 1,078,692 40,017 19,911 1,138,620

営業費用 2,581,301 196,744 175,937 2,953,982

営業損益 △1,502,609 △156,727 △156,026 △1,815,362

経常損益 296,393 △12,124 △44,804 239,465

資産 65,516,528 3,531,062 3,129,871 72,177,461

負債 53,732,484 3,075,874 2,800,813 59,609,171

その他の項目

他会計繰入金 1,663,638 132,464 137,566 1,933,668

減価償却費 2,055,189 156,859 123,165 2,335,213

特別損失 1,119 61 43 1,223

項目 公共下水道事業 合計
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令 和 ４ 年 度

津山市下水道事業会計予算参考書







1.

1.

1.

2.

3.

4.

2.

1.

2.

3.

4.

2.

1.

1.

2.

2.

1.

2.

3.

令和４年度　津　山　市　下　水　道

収　益　的　収　入

収　　　　　　

下 水 道 事 業 収 益 3,395,512 3,382,434 13,078

営 業 収 益 1,149,867 1,111,741 38,126

公 共 下 水 道 使 用 料 1,038,409 993,302 45,107

広域下水道維持管理負担金 97 96 1

他 会 計 負 担 金 110,743 117,692 △6,949

そ の 他 営 業 収 益 618 651 △33

営 業 外 収 益 2,245,645 2,270,693 △25,048

受 取 利 息 及 び 配 当 金 80 80 0

他 会 計 補 助 金 1,127,094 1,150,119 △23,025

長 期 前 受 金 戻 入 1,118,267 1,120,469 △2,202

雑 収 益 204 25 179

農業集落排水事業収益 142,128 142,803 △675

営 業 収 益 19,790 19,695 95

農 業 集 落 排 水 施 設 使 用 料 19,783 19,686 97

そ の 他 営 業 収 益 7 9 △2

営 業 外 収 益 122,338 123,108 △770

他 会 計 補 助 金 46,404 47,953 △1,549

長 期 前 受 金 戻 入 75,933 75,154 779

雑 収 益 1 1 0

款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
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（単位　千円）

事　業　会　計　予　算　明　細　書

及　び　支　出

　　　　入

節

区　　　　　　分 金　　額

下水道使用料 1,038,409 下水道使用料収入算定表のとおり

広域下水道維持管理負担金 97 広域下水道流量計維持負担金

他会計負担金 110,743 雨水処理負担金

その他営業収益 618 津山浄化センター敷地等土地貸借 231

下水道使用料督促手数料 234

排水設備指定工事店指定手数料 150

証明書発行手数料 3

受取利息及び配当金 80 基金利息

他会計補助金 1,127,094 地方公営企業法第17条の3に基づく一般会計繰入金

長期前受金戻入 1,118,267 減価償却に伴い長期前受金を収益化

国庫補助金等長期前受金戻入 628,968

受贈財産評価額長期前受金戻入 30,285

受益者負担金等長期前受金戻入 67,807

一般会計繰入金長期前受金戻入 391,207

営業外雑収益 204 受益者負担金督促手数料 24

受益者負担金延滞金 1

岡山県下水道協会会費返還金 179

農業集落排水施設使用料 19,783 農業集落排水施設使用料収入算定表のとおり

その他営業収益 7 農業集落排水施設使用料督促手数料

他会計補助金 46,404 地方公営企業法第17条の3に基づく一般会計繰入金

長期前受金戻入 75,933 減価償却に伴い長期前受金を収益化

国庫補助金等長期前受金戻入 56,897

受贈財産評価額長期前受金戻入 213

受益者負担金等長期前受金戻入 1,834

一般会計繰入金長期前受金戻入 16,989

営業外雑収益 1 農業集落排水施設受益者分担金督促手数料

説　　　　　　明
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1.

1.

1.

2.

3.

支　　　　　　

下 水 道 事 業 費 用 2,999,996 3,039,606 △39,610

営 業 費 用 2,734,478 2,768,072 △33,594

管 渠 費 75,990 75,024 966

ポ ン プ 場 費 3,372 3,423 △51

処 理 場 費 359,496 360,039 △543

款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
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（単位　千円）

　　　　出

節

区　　　　　　分 金　　額

報酬 2,226 会計年度任用職員１名分

給料 9,026 職員３名分

手当等 5,062 扶養手当 180

期末手当 1,320

勤勉手当 1,074

時間外勤務手当 971

管理職手当 468

通勤手当 258

住居手当 786

特殊勤務手当 5

賞与等引当金繰入額 1,402 手当等 1,151

法定福利費 251

法定福利費 3,443 共済組合負担金等

備消品費 218 消耗器材等

光熱水費 10,186 排水ポンプゲート等電気料

修繕費 9,742 人孔蓋高さ調整、真空弁等修繕費

材料費 400 施設管理用材料費

通信運搬費 1,215 管渠設備通報装置電話代

負担金 116 津山広域下水道施設利用負担金

手数料 1,200 管渠設備点検手数料等

委託料 24,514 雨水幹線，下水路清掃委託 4,196

管渠施設管理等業務委託 8,000

雨水施設保守点検業務委託 6,400

管渠施設データ管理電算業務委託 5,918

賃借料 7,240 管渠等設置土地賃借料 25

電算等賃借料等 7,215

備消品費 10 消耗器材等

燃料費 17 ポンプ場設備燃料代等

光熱水費 1,401 ポンプ場電気料等

修繕費 1,184 ポンプ場設備修繕費

手数料 160 ポンプ場設備点検料

委託料 462 施設管理等委託料

賃借料 132 真空ステーション監視装置通信利用料

公課費 6 軽油引取税

給料 12,074 職員４名（うち再任用職員２名）分

手当等 4,395 扶養手当 240

期末手当 1,434

勤勉手当 1,083

時間外勤務手当 938

通勤手当 258

児童手当 280

特殊勤務手当 162

賞与等引当金繰入額 1,501 手当等 1,249

法定福利費 252

説　　　　　　明
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款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

4.

5.

総 係 費 77,843 87,571 △9,728

減 価 償 却 費 2,217,078 2,241,315 △24,237
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（単位　千円）

節

区　　　　　　分 金　　額
説　　　　　　明

法定福利費 3,132 共済組合負担金

被服費 36 作業用

備消品費 2,230 消耗器材等

燃料費 202 処理場施設燃料代等

動力費 55,780 処理場施設等電気料金等

光熱水費 1,152 処理場施設水道料金等

修繕費 15,500 処理場施設修繕 15,400

公用車修繕 100

薬品費 22,000 汚水処理薬品代

通信運搬費 508 電話代等

手数料 33 産業廃棄物受入審査手数料

保険料 13 公用車用

委託料 240,406 施設管理等委託料 171,535

消防用施設設備点検業務委託料 400

機械設備等保守点検業務委託料 13,471

汚泥処分委託料 49,000

水質検査等委託料 6,000

賃借料 520 通信利用料

公課費 14 軽油引取税等

給料 14,133 下水道事業全般に従事する職員５名分

手当等 7,509 扶養手当 360

期末手当 2,045

勤勉手当 1,664

時間外勤務手当 1,587

管理職手当 468

通勤手当 387

住居手当 648

児童手当 350

賞与等引当金繰入額 2,197 手当等 1,806

法定福利費 391

法定福利費 4,404 共済組合負担金等

旅費 75 出張用

被服費 171 作業用

備消品費 150 事務用

印刷製本費 710 予算書等印刷代

通信運搬費 5 切手代等

負担金 271 債権管理システム負担金等 203

水洗便所改造資金融資あっせん利子補給金 68

手数料 73 口座振替手数料等

保険料 838 下水道賠償責任保険料等

委託料 41,800 下水道使用料徴収委託料 40,960

消費税申告業務委託料 800

下水道メーター（井水）検針委託料 40

賃借料 2,658 電算等利用料

会費負担金 974 各種会費負担金

補償費 1,000 補償費

貸倒引当金繰入額 875 貸倒引当金として計上するための繰入額

固定資産減価償却費 2,217,078 建物減価償却費 32,949

構築物減価償却費 1,793,583

機械及び装置減価償却費 390,269
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款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

6.

2.

1.

2.

3.

1.

2.

1.

1.

2.

3.

4.

そ の 他 営 業 費 用 699 700 △1

営 業 外 費 用 264,590 270,354 △5,764

支払利息及び企業債取扱諸費 224,590 260,354 △35,764

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 40,000 10,000 30,000

特 別 損 失 928 1,180 △252

過 年 度 損 益 修 正 損 928 1,180 △252

農業集落排水事業費用 186,317 187,856 △1,539

営 業 費 用 174,843 174,800 43

管 渠 費 18,861 18,574 287

処 理 場 費 28,520 28,181 339

総 係 費 6,065 5,992 73

減 価 償 却 費 121,383 122,023 △640
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（単位　千円）

節

区　　　　　　分 金　　額
説　　　　　　明

車両運搬具減価償却費 35

工具器具及び備品減価償却費 242

雑支出 699 下水道使用料過年度還付金

企業債利息 224,313 企業債に係る支払利息

借入金利息 277 一時借入金に係る支払利息

消費税及び地方消費税 40,000 下水道事業に係る令和４年度分

過年度損益修正損 928 過年度使用料調定減等

備消品費 29 消耗器材等

燃料費 11 管渠施設燃料代等

光熱水費 3,800 農業集落排水管渠附属設備等電気料

修繕費 3,000 人孔，マンホールポンプ等修繕費

材料費 30 施設管理用材料費

通信運搬費 568 管渠設備通報装置電話代

手数料 350 管渠設備点検手数料等

委託料 9,300 管渠施設管理等業務委託料

賃借料 1,769 マンホールポンプ遠隔管理システム利用料

公課費 4 軽油引取税

備消品費 200 消耗器材等

動力費 6,100 処理場施設等電気料金

光熱水費 198 処理場施設水道料金等

修繕費 3,000 処理場施設修繕

通信運搬費 345 電話回線代

手数料 2,030 汚泥抜き取り手数料

委託料 16,449 施設管理等委託料 15,078

消防用施設設備点検業務委託料 26

機械設備等保守点検業務委託料 575

汚泥処分委託料 770

賃借料 198 情報配信サービス

給料 2,170 下水道事業全般に従事する職員１名（うち再任用職員１名）分

手当等 645 期末手当 177

勤勉手当 104

時間外勤務手当 300

通勤手当 64

賞与等引当金繰入額 162 手当等 140

法定福利費 22

法定福利費 393 共済組合負担金等

備消品費 10 事務用

保険料 174 下水道賠償責任保険料等

委託料 1,511 下水道使用料徴収委託料

補償費 1,000 補償費
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款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

5.

2.

1.

3.

1.

そ の 他 営 業 費 用 14 30 △16

営 業 外 費 用 11,433 13,013 △1,580

支払利息及び企業債取扱諸費 11,433 13,013 △1,580

特 別 損 失 41 43 △2

過 年 度 損 益 修 正 損 41 43 △2
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（単位　千円）

節

区　　　　　　分 金　　額
説　　　　　　明

固定資産減価償却費 121,383 建物減価償却費 3,880

構築物減価償却費 83,725

機械及び装置減価償却費 33,778

雑支出 14 農業集落排水施設使用料過年度還付金

企業債利息 11,433 企業債に係る支払利息

過年度損益修正損 41 過年度使用料調定減等

- 33 -



1.

1.

1.

2.

2.

1.

2.

3.

1.

2.

2.

1.

1.

2.

2.

1.

2.

3.

3.

1.

令和４年度　津　山　市　下　水　道

資　本　的　収　入

収　　　　　　

下水道事業資本的収入 2,890,570 3,139,802 △249,232

企 業 債 1,611,800 1,739,100 △127,300

建 設 企 業 債 1,143,300 1,165,500 △22,200

資 本 費 平 準 化 債 468,500 573,600 △105,100

補 助 金 1,197,475 1,349,129 △151,654

国 庫 補 助 金 671,850 806,500 △134,650

他 会 計 補 助 金 525,625 542,629 △17,004

負 担 金 81,295 51,573 29,722

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金 72,249 46,166 26,083

広 域 下 水 道 建 設 負 担 金 9,046 5,407 3,639

農 業 集 落 排 水 事 業

資 本 的 収 入 164,764 161,369 3,395

企 業 債 38,300 42,200 △3,900

建 設 企 業 債 23,800 29,600 △5,800

資 本 費 平 準 化 債 14,500 12,600 1,900

補 助 金 125,664 118,369 7,295

国 庫 補 助 金 28,000 22,000 6,000

県 補 助 金 8,400 6,600 1,800

他 会 計 補 助 金 89,264 89,769 △505

負 担 金 800 800 0

受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金 800 800 0

款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
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（単位　千円）

事　業　会　計　予　算　明　細　書

及　び　支　出

　　　　入

節

区　　　　　　分 金　　額

下水道事業債 1,071,400 下水道事業建設費等の財源に充てる企業債

過疎債 71,900 下水道事業建設費等の財源に充てる企業債

資本費平準化債 468,500 資本費平準化債 338,500

特別措置分 130,000

国庫補助金 671,850 社会資本整備総合交付金 455,000

社会資本整備総合交付金（防災・安全） 216,850

他会計補助金 525,625 地方公営企業法第17条の3に基づく一般会計繰入金

受益者負担金及び分担金 72,249 下水道新規整備に伴う受益者負担金等

広域下水道建設負担金 9,046 津山浄化センター設備更新等に伴う他町負担金

下水道事業債 11,900 農業集落排水事業建設費等の財源に充てる企業債

過疎債 11,900 農業集落排水事業建設費等の財源に充てる企業債

資本費平準化債 14,500 資本費平準化債

国庫補助金 28,000 農山漁村地域整備交付金

県補助金 8,400 県補助金

他会計補助金 89,264 地方公営企業法第17条の3に基づく一般会計繰入金

受益者負担金及び分担金 800 農業集落排水施設新規整備に伴う受益者分担金

説　　　　　　明
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1.

1.

1.

2.

3.

4.

2.

1.

支　　　　　　

下水道事業資本的支出 4,386,700 4,605,274 △218,574

建 設 改 良 費 1,946,181 2,081,909 △135,728

管 渠 建 設 改 良 費 1,640,146 1,897,691 △257,545

処 理 場 建 設 改 良 費 297,000 178,000 119,000

受益者負担金分担金業務費 8,250 6,218 2,032

固 定 資 産 購 入 費 785 0 785

企 業 債 償 還 金 2,440,519 2,523,365 △82,846

企 業 債 元 金 償 還 金 2,440,519 2,523,365 △82,846

款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
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（単位　千円）

　　　　出

節

区　　　　　　分 金　　額

報酬 1,889 会計年度任用職員１名分

給料 61,385 建設改良関係職員１５名分

手当等 29,383 扶養手当 2,328

期末手当 9,265

勤勉手当 7,427

時間外勤務手当 5,385

管理職手当 1,548

通勤手当 1,462

住居手当 1,158

児童手当 800

特殊勤務手当 10

賞与等引当金繰入額 9,676 手当等 8,094

法定福利費 1,582

法定福利費 20,715 共済組合負担金等

旅費 30 出張用

備消品費 908 消耗器材等

燃料費 450 公用車用

印刷製本費 100 工事用図面等

修繕費 370 公用車修繕

通信運搬費 60 書類運搬費等

手数料 2 車両定期点検手数料

保険料 72 公用車用

委託料 107,020 測量設計等委託料等

賃借料 3,079 事務機器等賃借料

工事請負費 983,000 排水施設工事費

補償費 422,000 工事に係る補償費

公課費 7 自動車重量税

工事請負費 297,000 処理場施設工事費

報償費 4,609 受益者負担金及び分担金前納報奨金

印刷製本費 75 納入通知書等印刷物

通信運搬費 551 納入通知書等切手代

手数料 5 口座振替手数料等

委託料 699 電算業務委託

賃借料 2,311 受益者負担金電算機器賃借料及び利用料

有形固定資産購入費 785 固定資産購入費

企業債元金償還金 2,440,519 企業債元金償還金

説　　　　　　明
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款　　　　　項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較

2.

1.

1.

2.

1.

農 業 集 落 排 水 事 業

資 本 的 支 出 166,066 163,228 2,838

建 設 改 良 費 60,200 58,200 2,000

管 渠 建 設 改 良 費 60,200 45,200 15,000

企 業 債 償 還 金 105,866 105,028 838

企 業 債 元 金 償 還 金 105,866 105,028 838
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（単位　千円）

節

区　　　　　　分 金　　額
説　　　　　　明

備消品費 200 消耗器材等

工事請負費 60,000 排水施設工事費

企業債元金償還金 105,866 企業債元金償還金
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令和４年度　下水道使用料及び農業

0～20㎥ 21～40 41～60 61～80 81～100 101～200 201～400

件数（件） 6,235 5,205 2,967 1,034 336 334 143

水量（㎥） 298,291 808,407 742,027 362,950 152,685 226,205 197,546

金額（円） 87,589,499 146,869,551 136,914,184 72,263,188 32,567,894 54,038,995 53,168,422

　　処理水量　6,185,358㎥ 有収水量　6,100,000㎥ 　使用料単価　170.23円／㎥

0～20㎥ 21～40 41～60 61～80 81～100 101～200 201～400

件数（件） 206 163 92 37 13 8 0

水量（㎥） 10,070 30,565 27,579 15,792 6,497 6,260 0

金額（円） 3,166,549 5,227,540 4,788,128 2,960,980 1,305,330 1,400,845 0

　　処理水量　108,344㎥ 有収水量　100,000㎥ 　使用料単価　197.83円／㎥

一 般 用

一 般 用

区分

下 水 道
使 用 料

区分

農業集落
排水施設
使 用 料
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集落排水施設使用料収入算定表（当初）

401以上 計

140 16,394 0 0 1 3 2 16,400

1,038,150 3,826,261 0 0 1,004,655 13,521 1,255,563 6,100,000

331,118,667 914,530,400 0 0 53,409,203 3,722,296 66,747,934 1,038,409,833

　　有収率　98.62％ 最終見込戸数　16,400戸

401以上 計

1 520 0 0 0 0 0 520

3,237 100,000 0 0 0 0 0 100,000

934,020 19,783,392 0 0 0 0 0 19,783,392

　　有収率　92.30％ 最終見込戸数　520戸

湯屋用 臨時 し尿受入 工業用水 広域処理 計

湯屋用 臨時 計
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（単位　千円）

科 目 金 額 構 成 比 科 目 金 額 構 成 比

報 酬 4,115 0.05% 手 数 料 3,853 0.05%

給 料 98,788 1.28% 保 険 料 1,097 0.01%

手 当 等 46,994 0.61% 委 託 料 442,161 5.71%

賞 与 等 引 当 金
繰 入 額

14,938 0.19% 賃 借 料 17,907 0.23%

法 定 福 利 費 32,087 0.42% 会 費 負 担 金 974 0.01%

報 償 費 4,609 0.06% 工 事 請 負 費 1,340,000 17.32%

旅 費 105 0.00% 補 償 費 424,000 5.48%

被 服 費 207 0.00% 公 課 費 31 0.00%

備 消 品 費 3,955 0.05%
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

875 0.01%

燃 料 費 680 0.01%
固 定 資 産
減 価 償 却 費

2,338,461 30.22%

動 力 費 61,880 0.80% 雑 支 出 713 0.01%

光 熱 水 費 16,737 0.22% 企 業 債 利 息 235,746 3.05%

印 刷 製 本 費 885 0.01% 借 入 金 利 息 277 0.00%

修 繕 費 32,796 0.42%
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

40,000 0.52%

材 料 費 430 0.01% 過年度損益修正損 969 0.01%

薬 品 費 22,000 0.28%
有 形 固 定 資 産
購 入 費

785 0.01%

通 信 運 搬 費 3,252 0.04% 企業債元金償還金 2,546,385 32.90%

負 担 金 387 0.01% 合 計 7,739,079 100.00%

下水道事業費用節別構成表
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